
(千円)

標準財政規模
（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

10,917,407 561,399

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （千円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの繰

入金

17,076,540 16,663,950 412,590 347,558 19,453,032 0

1,164 128 1,036 1,036 0 0

10,155 9,600 555 555 9,868 1,000

24,384 18,381 6,003 6,003 0 0

12,705 7,557 5,148 5,148 37,300 0

5,218 4,026 1,192 1,192 0 0

12,093 1,194 10,899 10,899 0 125

17,123,948 16,698,616 425,332 360,300 19,500,200 59,055

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （千円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益

（実質収支）
企業債(地方債)

現在高
他会計からの繰

入金
<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

830,404 848,160 - △ 17,756 1,500,808 14,674 0 0 法適用企業

4,473,734 4,536,361 - △ 62,627 4,922,943 311,174 0 0 法適用企業

（歳入） （歳出） （実質収支）

 28,903  27,928  975
（歳入） （歳出） （実質収支）

 46,092  34,348  11,744
（歳入） （歳出） （実質収支）

 46,546  43,477  3,069
（歳入） （歳出） （実質収支）

 4,147,406  4,098,441  29,185
（歳入） （歳出） （実質収支）

 3,386,865  3,356,006  14,859
（歳入） （歳出） （実質収支）

 682,543  672,288  6,475
（歳入） （歳出） （実質収支）

 35,575  30,544  5,031
（歳入） （歳出） （実質収支）

 23,845  22,210  1,635
（歳入） （歳出） （実質収支）

 18,578  17,393  1,185
（歳入） （歳出） （実質収支）

 4,520,438  4,326,194  185,751
（歳入） （歳出） （実質収支）

 5,111,284  5,149,717 26,493
（歳入） （歳出） （実質収支）

 3,102,052  2,829,139  169,530
（歳入） （歳出） （実質収支）

 3,076,641  2,806,015  169,530
（歳入） （歳出） （実質収支）

 25,411  23,124  0
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （千円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業債)
現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

（総収益） （総費用） （純損益）
4,269,474 5,543,901 △ 1,274,427

（総収益） （総費用） （純損益）
159,142 152,676 6,466

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （千円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体からの
貸付金

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高
備考

444 56,182 50,000 0 0 0

8,472 129,131 10,200 0 0 0

2,598 27,953 10,000 0 198,136 213,841

△ 8,771 442,335 234,600 7,922 0 0

△ 9,820 42,933 68,000 0 12,000 0

△ 1,913 51,976 50,000 0 0 0

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。
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和 気 ・ 赤 磐 共 同
コ ン ポ ス ト 事 務 組 合

和 気 ・ 赤 磐 し 尿 処 理
施 設 一 部 事 務 組 合

和気北部衛生施設組合
（一般会計）

和気老人ホーム組合

和気北部衛生施設組合
（鵜飼谷温泉特別会計）

東備農業共済事務組合

77.0

備 前 市

合計
（A）＋（B)

11,478,806

備考

基金から16,638千円繰入
財産区から12千円繰入

0

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.523

23.7

-

3.3

96.4

当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

0

0

0

0

0

-

-

-

-

<法適用企業>

経常収支比率

-

-

-

431,382

<法適用企業>

経常収支比率

98.0

基金から16,638千円繰入
財産区から12千円繰入

-

99.0

0

 194,244

12,900

1,200

-

-

-412,087

483,979

6,700

- -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

- -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

個別排水処理事業会計 216,989

国民健康保険事業会計

老人保健医療事業会計

116,300

0

飲料水供給事業特別会計

宅地造成事業会計

下水道事業会計

公共下水道事業会計

水道事業会計

病院事業会計

簡易水道事業会計

観光施設事業会計

駐車場事業特別会計

墓園事業特別会計

三 石 財 産 区
管 理 事 業 特 別 会 計
三 国 地 区 財 産 区
管 理 事 業 特 別 会 計

農業集落排水事業会計

漁業集落排水事業会計

岡山県広域水道企業団

岡山県後期高齢者医療広域連合

岡山県市町村総合事務組合
（交通災害共済特別会計）

岡山県市町村税整理組合

介護保険事業会計

財団法人吉永町振興公社

日生有線テレビ株式会社

岡 山 セ ラ ミ ッ ク ス
技 術 振 興 財 団

備前市土地開発公社

片上埠頭開発株式会社

財団法人備前市施設管理公社

財政状況等一覧表（平成１８年度）

- - -

普通会計

団体名

一般会計

土地取得事業特別会計

旭東用排水組合

0

0

-

-

-

-

岡山県市町村総合事務組合
（貸付金特別会計）

岡山県市町村総合事務組合
（一般会計）

東備消防組合

 1,633,700

保険事業勘定

介護サービス事業勘定

0 469,312

259,959

10,600

372,000

1,237,000

特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業 会 計

- -

0 14,667 - - -


